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１ はじめに

公共工事においては、優良な社会資本整備のため、その品質の確保が求め

られており、国において「公共工事の品質確保の促進に関する法律」及び

「公共工事の品質確保の促進に関する施策を総合的に推進するための基本的

な方針について」が示されています。これらを踏まえ、本市では、優良な社

会資本の整備、ダンピング防止、不良・不適格業者の排除、談合防止、建設

事業者の育成等を目的として、価格と品質の両面を総合的に評価する総合評

価方式を試行しています。

このガイドラインは、総合評価方式を適用する意義等を示すとともに、総

合評価方式の試行を効率的かつ円滑に実施するため、総合評価方式の試行に

関する基本的事項を示すものとして平成２０年８月に作成し、その後改訂を

行ってきたものです。

２ 総合評価方式について

(1) 総合評価方式の概要

平成１７年４月に「公共工事の品質確保の促進に関する法律」が施行さ

れ、また、平成１７年８月には「公共工事の品質確保の促進に関する施策

を総合的に推進するための基本的な方針について」が閣議決定されました。

これらの中で、公共工事の品質確保には、価格及び品質が総合的に優れた

内容の契約がなされることが重要とされており、価格と品質の両面を総合

的に評価する落札方式として総合評価方式が示されています。

総合評価方式は、価格だけで評価していた従来の落札方式と異なり、品

質を高めるための新しい技術やノウハウ等、価格以外の要素を含めて総合

的に評価する新しい落札方式です。入札価格が予定価格の制限の範囲内に

ある者のうち、価格と品質を数値化した「評価値」が最も高い者を落札者

とすることにより、予定価格の範囲内で最も品質の良い施工事業者を選定

します。総合評価方式では、新しい施工方法、施工上の工夫等の技術提案、

同工種工事の施工実績及び工事成績、社会貢献の度合い等が評価の対象

（評価項目）となります。

総合評価方式の実施方法及び評価基準等については、これまでの試行結

果を踏まえ、適宜内容の見直しを図ってきました。主な改正点としては、
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平成２３年度における実施件数及び対象工種の拡大、平成２４年度におけ

る工事表彰の評価項目の追加、平成２５年度における事業者の災害対応実

績及び社会保険加入状況の評価項目の追加、平成２８年度における地域経

済への貢献及び若年層の雇用の評価項目の追加並びに災害時等の出動実績

の拡大などがあります。更に、令和３年度から国土交通省が主体となり普

及促進を図っている建設キャリアアップシステムの登録状況を評価項目に

追加し、事業者の社会性を評価する項目として、消防団協力事業所の認定

状況及び障害者の雇用状況を評価項目に追加しました。

この総合評価方式を適用していくことにより、価格と品質が総合的に優

れた者が選定され、優良な社会資本整備を行うことができるとともに、建

設事業者の技術力向上に対する意欲を高め、技術力と経営に優れた健全な

建設事業者の育成に貢献するものと考えられます。

(2) 総合評価方式のタイプ

総合評価方式には、工事の特性（規模、技術的な工夫の余地等）に応じ、

市区町村向け簡易型（特別簡易型）、簡易型、標準型及び高度技術提案型

のタイプがあります。

ア 市区町村向け簡易型（特別簡易型）

技術的な工夫の余地が小さい一般的で小規模な工事で、同種工事の施

工実績や工事成績等の評価項目と入札価格を総合的に評価する方式

イ 簡易型

技術的な工夫の余地が小さい一般的な工事で、簡易な施工計画、同種

工事の施工実績や工事成績等の評価項目と入札価格を総合的に評価する

方式

ウ 標準型

技術的な工夫の余地が大きく、施工上の工夫等一般的な技術提案を求

めることが適切な工事に適用される方式

エ 高度技術提案型

技術的な工夫の余地が大きい、高度な技術提案を要する工事に適用さ

れる方式



- 3 -

３ 秦野市での総合評価方式の試行

(1) 総合評価方式のタイプ等

総合評価方式は、個々の工事の特性に応じ、総合評価方式のタイプ、評

価項目、評価基準等を設定し、評価方法を決定します。

本市での試行における総合評価方式のタイプは、市区町村向け簡易型

（特別簡易型）とし、条件付き一般競争入札により実施することとします。

また、原則として、現行の入札・契約制度を準用し、入札に関する詳細

については入札公告等で定めます。

なお、今後も引き続き、このガイドラインに基づき試行する総合評価方

式による入札結果を検証し、実施方法等について検討を行っていきます。

(2) 評価項目、評価基準等の設定

原則として、個々の工事の特性や総合評価方式のタイプに応じ、評価項

目、評価基準等を設定します。

市区町村向け簡易型（特別簡易型）では、個々の工事の特性に応じ、次

のア～エの中から評価項目やその内容を設定し、それぞれの評価項目を評

価基準により評価し、配点します。

なお、各評価項目の配点の合計は最高１９．５点とします。

入札に参加しようとする者は、別紙様式により同種工事の施工実績や配

置予定技術者の施工経験などの評価項目に関する技術資料の提出が必要と

なります。

なお、技術資料の内容が不適切である場合、その工事の入札参加資格水

準を満たしていないものと判断し、技術評価点を計算せず、その入札者の

入札を無効とします。

ア 企業の施工能力

(ｱ) 同種工事の施工実績※

・ 原則としてコリンズに登録された同種工事の施工実績を評価しま

す。

・ 配点は「１～０点」とします。

・ 施工実績は、有効期間などの条件を別に定めます。

・ 同種工事の施工実績とは、元請として受注し、引渡しが終了した

請負金額５００万円以上の同種工事の実績をいいます（代表的な
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もの１件）。ただし、工事規模、設計金額等に応じて、同種工事

の条件を別に定める場合があります。

・ 別添の第２号様式により受け付けます。

(ｲ) 工事成績

・ 本市発注工事の工事成績評価点の平均点を評価します。

・ 平均点についての配点は「５～欠格｣とします（ただし、該当す

る工事成績の実績がない場合は、加算はしません。）。

・ 工事成績評価点は、有効期間などの条件を別に定めます。

・ 工事成績評価点とは、秦野市工事成績評定採点基準（平成１０年

４月１日施行）の規定により評価された評価点（契約金額が

５００万円以上の工事に係るものに限る。）をいいます。

(ｳ) ＩＳＯの取得認証

・ ＩＳＯ９００１の認証の取得の有無について評価します。

・ 配点は「１～０点」とします。

・ 別添の第２号様式により受け付けます。

イ 配置予定技術者の能力

(ｱ) 同種工事の施工経験※

・ 原則としてコリンズに登録された同種工事に、配置予定技術者が

従事した経験を評価します。なお、施工経験は主任技術者又は監

理技術者として従事した経験とします。

・ 配点は「１～０点」とします。

・ 施工経験は、有効期間などの条件を別に定めます。

・ 同種工事の施工経験とは、元請として施工し、引渡しが終了した

請負金額５００万円以上の同種の工事実績をいいます（代表的な

もの１件）。ただし、工事規模、設計金額等に応じて、同種工事

の条件を別に定める場合があります。

・ 別添の第３号様式により受け付けます。

(ｲ) 保有資格

・ 入札公告日時点における国家資格等の有無について評価します。

・ 配点は「１．５～０点」とします。

・ 別添の第３号様式により受け付けます。
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ウ 地域貢献

(ｱ) 災害時協力協定の締結状況

・ 本市又は県との災害に対する復旧などの協定の締結状況について

評価します（団体の場合、その構成員も評価します。）。

・ 配点は「１～０点」とします。

・ 別添の第４号様式により受け付けます。

(ｲ) 災害対応の出動実績

・ 過去３年間における本市が発注した災害対応の出動実績の有無に

ついて評価します。

・ 配点は「３～０点」とします。

・ 別添の第４号様式により受け付けます。

※ なお、令和６年度から１年度ごとに最大２件まで評価し、１件に

つき０．５点加点へと変更します。

(ｳ) 地域経済への貢献

・ 直営による施工金額及び市内事業者への下請け発注金額の入札価

格（資材費を除く。）に占める割合について評価します。

・ 下請けは１次下請けまでとし、市内本店及び営業所を対象としま

す。

・ 警備業務、廃棄物処理業務は、諸費に含まれるため、直営の経費

に分類します。

・ 工事完成時に提出した施工体制台帳の市内発注割合が、当初の市

内発注割合の基準を満たさなかった場合は、次年度以降の総合評

価方式において減点の対象となる場合があります。（基準を満た

さなかった工種について－３点とする。）

・ 配点は「１～０点」とします。

・ 別添の第５号様式により受け付けし、落札候補者には第２次審査

において、そのことを証明できる書類（請書、納品・請求書の写し）

を提出していただく場合があります。

【市内発注割合の算出方法】

市内発注割合（％）

＝（自社施工＋市内下請け金額）／（応札金額-資材費）×１００



- 6 -

エ その他

(ｱ) 建設業労働災害防止協会への加入

・ 入札参加締切日時点における建設業労働災害防止協会への加入の

有無について評価します。

・ 別添の第６号様式により受け付けし、落札候補者には第２次審査

において加入証明書を提出していただきます。

・ 配点は「０．５～０点」とします。

(ｲ) 消防団協力事業所の認定状況

・ 入札参加締切日時点における入札参加事業者の消防団協力事業所

の認定の有無について評価します。

・ 契約検査課が消防本部警防課へ認定状況を確認します。

・ 配点は「１点～０点」とします。

(ｳ) 建設キャリアアップシステムの登録状況

・ 入札参加締切日時点における入札参加事業者の建設キャリアアッ

プシステムへの登録の有無について評価します。

・ 契約検査課が建設キャリアアップシステムの状況を確認します。

・ 配点は「１点～０点」とします。

(ｴ) 若年層の雇用状況

・ 入札参加締切日時点における４０歳未満の従業員（性別、職種は

問いません。）の３カ月以上の雇用関係の有無について評価しま

す。

・ 別添の第６号様式により受け付けし、落札候補者には第２次審査

において健康保険被保険者証等の写しを提出していただきます。

・ 配点は「１．５点～０点」とします。

(ｵ) 障害者の雇用状況

・ 入札参加締切日時点における障害者手帳を有する従業員（性別、

職種は問いません。）の３カ月以上の雇用関係の有無について評価

します。

・ 別添の第６号様式により受け付けし、落札候補者には第２次審査

において健康保険被保険者証等の写し及び障害者手帳の写しを提

出していただきます。

・ 配点は「１点～０点」とします。
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※ 工事実績として、コリンズに登録された内容により確認しますが、

同種工事がコリンズに登録されていない場合、その工事の契約書等

（工事名、契約金額、工期、発注者等が確認できるもの）の写しを提

出していただきます。

このとき、電子入札システムによる添付ができませんので、一般書

留又は簡易書留のいずれかの方法で郵送していただくこととします。

なお、郵送による場合のあて先は、「秦野郵便局留 秦野市役所契

約検査課行」とし、到達期限は入札書の提出期限と同日です。
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○評価項目及び評価基準

分類 項目 内 容 基 準 配点

企
業
の
施
工
能
力

同種工事の
施工実績

過去１０年間（年度）※１に官公
庁が発注した同工種工事の元請施
工実績の有無

有 １

無 ０

工事成績
過去３年間（年度）※2に本市が発
注した同工種工事の成績評定点の
平均点

80 点以上 ５

79 点以上 80 点未満 4.5

78 点以上 79 点未満 ４

77 点以上 78 点未満 3.5

76 点以上 77 点未満 ３

75 点以上 76 点未満 2.5

74 点以上 75 点未満 ２

73 点以上 74 点未満 1.5

72 点以上 73 点未満 １

71 点以上 72 点未満 0.5

70 点以上 71 点未満
又は該当工事なし

０

65 点以上 70 点未満 －１

65 点未満 欠格

ＩＳＯの
認証取得

ＩＳＯ９００１の認証取得
有 １

無 ０

配
置
予
定
技
術
者
の
能
力

同種工事の
施工経験

過去１０年間※１に配置予定技術
者が官公庁発注の同工種工事に元
請で従事した施工経験の有無

有 １

無 ０

保有資格 国家資格等の有無

有効な監理技術者証を有
する者を配置する場合

1.5

１級国家資格者を配置す
る場合

１

２級国家資格者を配置す
る場合

0.5

実務経験者 ０

地
域
貢
献

災害時の
協力状況

本市又は県との災害時協力協定等
の締結の有無

有 １

無 ０

過去３年間（年度）※3における本
市が発注した災害対応の出動実績
の有無（各年度１回以上の実績）

実績が３年間ある ３

実績が２年間ある ２

実績が１年間ある １

実績がない ０
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地
域
貢
献

地域経済
への貢献

直営による施工金額及び市内事業
者への下請け発注金額

応 札 価 格 （ 資 材 費 を 除
く）の７０％以上

１

応 札 価 格 （ 資 材 費 を 除
く）の６０％以上７０％
未満

0.5

応 札 価 格 （ 資 材 費 を 除
く）の６０％未満

０

そ
の
他

建災防への
加入状況

建設業労働災害防止協会への加入
の有無

有 0.5

無 ０

消防団協力
事業所の認
定

秦野市消防団協力事業所認定制度
による認定の有無

有 １

無 ０

建設キャリ
アアップシ
ステムの登
録

建設キャリアアップシステムへの
登録の有無

有 １

無 ０

若年層の
雇用状況

恒常的に３カ月以上雇用関係のあ
る若年者（４０歳未満）の雇用

30 歳未満 1.5

30 歳以上 35 歳未満 １

35 歳以上 40 歳未満 0.5

無 ０

障害者の
雇用状況

恒常的に３カ月以上雇用関係のあ
る障害者※4の雇用

有 １

無 ０

配点（加点分）合計 19.5

注意：配点対象の実績等は本市への引渡しが完了した工事に限ります。

※１ 前年度末日までの 10 年間

※２ 前年度の 12 月 31 日までの 3 年間

※３ 前年度末日までの 3 年間

※４ 障がい者とは障害者の雇用の促進等に関する法律（以下「障害者雇用促進法」とい

う。）第２条第２号から第６号に規定する障がい者とする。ただし、精神障がい者につ

いては、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第４５条第２項の規定による精神障

害者保健福祉手帳の交付を受けている者に限る。雇用状況の確認は、次の 2 点の書類か

ら確認する。

・健康保険証等の雇用関係が確認できる書類の写し

・障害者手帳の写し
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(3) 落札候補者、落札者の決定方法

総合評価方式では、入札価格と価格以外のその他の要素である「評価項

目」を総合的に評価し、指標である「評価値」が最も高い者を選定します。

具体的には次のとおりです。

ア 電子入札システムによる入札時に、同種工事の施工実績や工事成績な

どの「評価項目」に関する技術資料の提出を求め、あらかじめ設定した

「評価基準」に基づき配点し、その点数（加算点、最高 19.5 点）と標

準点（１００点）の合計点（技術評価点、最高１１９．５点）を入札価

格で除し、百万を乗じて得た数値を「評価値」とします。

【評価値の算出方法】

評価値 ＝ 技術評価点 ／ 入札価格 × １,０００,０００

＝（標準点＋加算点）／ 入札価格 × １,０００,０００

※ この評価値の算出方法を「除算方式」といいます。

※ 標準点は１００点とします。加算点は、同種工事の施工実績、工事

成績、災害時協力協定の締結状況等の評価から算出し、最高 19.5 点

とします。

※ 評価値は、小数点第５位以下を切り捨てます。

※ 入札価格は、消費税及び地方消費税を除いた価格とします。

イ 入札価格が予定価格の制限の範囲内にあるもののうち、「評価値」が

最も高い者を落札候補者とします。

ウ 総合評価方式においては、「秦野市競争入札最低制限価格取扱い要綱」

の規定に定める算定方法により決定する「失格基準」を下回った入札は

失格とします。

エ 入札書提出時に、技術資料とともに、工事費積算内訳書を提出してい

ただきます。評価値算出後、落札候補者について、提出された工事費積

算内訳書の内容等の確認を行います。

オ 落札候補者が複数いる場合は、第２次審査後、くじ引きを行います。
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(4) 学識経験者の意見聴取

総合評価方式では、発注者の恣意性を排除し、中立かつ公正な審査・評

価を行うことが重要です。そのため、地方自治法施行令では、「落札者決

定基準を定めようとするとき」は、あらかじめ、二人以上の学識経験者の

意見を聴かなければならないこととされています。

また、「当該意見聴取時において、落札者を決定するときに改めて学識

経験者の意見聴取が必要との意見があったとき」は再度の意見聴取が必要

です。

(5) 評価内容の担保

市区町村向け簡易型（特別簡易型）による試行においては、提出された

技術資料等について次のとおり取り扱います。

総合評価方式に関し提出した技術資料等に虚偽の記載等明らかに悪質な

行為があったと認められる場合には、「秦野市一般競争入札の参加停止及

び指名停止等措置基準（平成１７年４月１日施行）」に基づく参加停止等

の措置を行います。

(6) 総合評価方式に関する事項の公表

透明性・公平性を確保するため、総合評価方式の評価方法や落札決定方

法などの手続については、入札公告及びこのガイドラインにおいて明示し

ます。また、落札結果及び評価結果を公表します。
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(7) 入札・契約手続の流れ

工事の設計・積算
総合評価方式の適用検討

秦野市入札・契約事務
運営委員会

学識経験者の意見聴取

総合評価方式の適否及び
落札者決定基準の決定

入札公告

競争参加資格確認申請
及び質問書の受付

競争参加資格審査
（第１次審査）

競争参加資格確認通知
工事費積算内訳書の送付

入札書・技術資料
の受付

技術資料の審査
技術評価点の算出

開札
評価値の算出

落札候補者の決定

第２次審査

学識経験者の意見聴取
（必要とされた場合）

落札者の決定・契約

○ 条件付き一般競争入札に係る資格要件の設定
○ 評価項目及び評価基準の設定

○ 法令に基づく学識経験者からの意見聴取

○ 電子入札システムによる参加申請
※添付資料は必要無し

○ 設計図書のダウンロードによる配付の開始
○ 質問書の受付開始

○ 入札参加資格の確認
・登録業種
・所在地要件
・経営事項審査総合評定
・社会保険の加入状況の調査

○ 電子入札システムにより入札書を提出
○ 添付ファイルとして次の書類を提出
・工事費積算内訳書
・総合評価一般競争入札技術評価等申請書
※第１号様式から第６号様式まで

○ 失格基準価格の算出
○ 評価値の算出

○ 工事費積算内訳書の確認
○ 落札候補者に対して第２次審査の案内

○ 第１次審査項目の再確認
○ 現場代理人及び主任技術者の雇用確認
○ 主任技術者の資格及び配置状況の確認
○ その他必要事項
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第１号様式

総合評価一般競争入札技術評価等申請書

住 所

商号又は名称

代 表 者 名

電 話 番 号

総合評価一般競争入札に参加する資格について確認願いたいので、技術評価

等に関する次の書類を添えて申請します。

１ 工事名称

工事

２ 同種工事施工実績及びＩＳＯの認証取得

別紙「第２号様式」のとおり

３ 主任（監理）技術者の資格・工事実績

別紙「第３号様式」のとおり

４ 災害時協力協定及び災害対応の出動実績

別紙「第４号様式」のとおり

５ 地域経済への貢献

別紙「第５号様式」のとおり

６ その他の評価項目

別紙「第６号様式」のとおり

※ 次頁以降の必要事項にすべて記入して、電子入札システムによる入札時に

添付ファイルとして提出してください。このとき、印鑑は不要です。

※ 電子入札システムの障害等の理由により、このファイルを添付することが

できないとき、又は同種工事施工実績として申請する工事が、コリンズに登

録されていないときは、印鑑を押印のうえ、一般書留又は簡易書留のいずれ

かの方法で郵送してください。

なお、郵送による場合のあて先は、「秦野郵便局留 秦野市役所契約検査

課行」とし、到達期限は入札書の提出期限と同日とします。
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第２号様式

同 種 工 事 施 工 実 績

商号又は名称

※同種工事の実績がないときは、工事名称に「該当工事なし」と記載してください。

同種工事の条件

工 事 名 称

コ リ ン ズ
登 録 番 号

発注機関名

施 工 場 所

契 約 金 額

契 約 期 間

受注形態等

工 事 内 容

(注) 工事内容には、条件を満たす工事であることが確認できる内容を記述してください。

コリンズに登録されていない場合は、契約書の写し等を郵送により提出すること。

なお、コリンズの記載内容で不足がある場合、平面図、構造図及び数量総括表等を提

出していただく場合があります。

ＩＳＯの認証取得

※認証取得していないときは、認証機関登録番号に「該当なし」と記載してください。

認証機関名 認証機関登録番号
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第３号様式

主任（監理）技術者等の資格・工事実績

商号又は名称

※同種工事の実績がないときは、工事名称に「該当工事なし」と記載してください。

配

置

予

定

技

術

者

氏 名
フ リ ガ ナ

生 年 月 日 年 月 日

雇用年月日 年 月 日

監理技術者 資 格 者 証
交 付 番 号

国 家 資 格
技術検定の種目

合 格 番 号

実 務 経 験 年 ※国家資格がある場合は記入不要。

学校名

学 科

卒業年

工事経験の条件

工

事

経

験

の

概

要

工 事 名 称

コ リ ン ズ
登 録 番 号

－ －

発注機関名

施 工 場 所

契 約 金 額

契 約 期 間

受注形態等

工 事 内 容

(注１) 営業所の専任技術者を配置予定とするときは法令上の注意が必要です。また、第２

次審査において雇用関係及び資格等（実務経験証明書を含む）の確認をします。

(注２) 工事内容には、条件を満たす工事であることが確認できる内容を記述してください。

コリンズに登録されていない場合は、契約書の写し等を郵送により提出すること。

なお、コリンズの記載内容で不足がある場合、平面図、構造図及び数量総括表等を

提出していただく場合があります。
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第４号様式

災害時協力協定及び災害対応の出動実績

商号又は名称

【災害時協力協定】

災害時協力協定の有無 あり／なし （どちらか一方に丸を付けること）

協 定 の 名 称

【災害対応の出動実績】

災害対応の

出動実績の有無
あり／なし （どちらか一方に丸を付けること）

平

成

3 0

年

度

案件名称又は

災害の状況等

記入例：平成○○年度市道□□号線災害復旧工事、台風△△号による倒

木処理

災害対応等の

内 容

記入例：市道□□号線の土砂撤去、××公園における倒木処理

令

和

元

年

度

案件名称又は

災害の状況等

記入例：平成○○年度市道□□号線災害復旧工事、台風△△号による倒

木処理

災害対応等の

内 容

記入例：市道□□号線の土砂撤去、××公園における倒木処理

令

和

２

年

度

案件名称又は

災害の状況等

記入例：平成○○年度市道□□号線災害復旧工事、台風△△号による倒

木処理

災害対応等の

内 容

記入例：市道□□号線の土砂撤去、××公園における倒木処理

(注１) 災害対応の出動実績は、本市が依頼したものに限ります。また、第２次審査におい

てそのことを証明できる書類を提出していただく場合があります。

(注２) 年度ごとに確認しますので、同年度の実績が複数ある場合でも１点の加点となるの

でご注意ください。
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第５号様式

地域経済への貢献

商号又は名称

応 札 金 額 （税抜き）（Ａ+Ｂ+Ｃ+Ｄ） 円

資 材 費（A） 円

自社で施工する金額（B） 円

市内事業者への下請けの契約予定合計金額（税抜き）（C） 円

市外事業者への下請けの契約予定合計金額（税抜き）（D） 円

(Ｃ)または(Ｄ)の内訳

会 社 名 会 社 名

所 在 地 所 在 地

下請契約予定額 円 下請契約予定額 円

担当工事

概要

担当工事

概要

予定工期
自 令和 年 月 日

至 令和 年 月 日
予定工期

自 令和 年 月 日

至 令和 年 月 日

会 社 名 会 社 名

所 在 地 所 在 地

下請契約予定額 円 下請契約予定額 円

担当工事

概要

担当工事

概要

予定工期
自 令和 年 月 日

至 令和 年 月 日
予定工期

自 令和 年 月 日

至 令和 年 月 日

(注１) 下請けを予定しているものは市内事業者・市外事業者ともに記入してください。

(注２) 同一の工種でも、契約先が違う場合は、別々に記載してください。

(注３) １枚に記入しきれない場合は、必要枚数作成してください。

(注４) 会社名等は正確に記載してください。
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第６号様式

その他の評価項目

商号又は名称

【建災防への加入状況】

建災防への加入の有無 あり／なし （どちらか一方に丸を付けること）

(注) 第２次審査において加入証明書を提出していただく必要があります。

【消防団協力事業所の認定状況】

消防団協力事業所の認

定の有無
あり／なし （どちらか一方に丸を付けること）

【建設キャリアアップシステム（CCUS）の登録状況】

ＣＣＵＳの登録の有無 あり／なし （どちらか一方に丸を付けること）

【雇用の状況】

若 年 層 の 雇 用 状 況

あり／なし （どちらか一方に丸を付けること）

氏 名

生 年 月 日

雇用開始日

障 害 者 の 雇 用 状 況

あり／なし （どちらか一方に丸を付けること）

氏 名

雇用開始日

(注１) 第２次審査において、３カ月以上の雇用状況が確認できる証明書を提出していただ

く必要があります。

(注２) 確認できる証明書については、次の書類とします。
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(1) 健康保険被保険者証（社会保険事務所又は健康保険組合）

(2) 国保組合被保険者証（又は、加入証明書）

(3) 市町村長が発行する特別徴収税額の通知書

(4) 雇用保険資格取得等確認通知書（市町村の発行する国民健康保険証、源泉徴収票は除きます。）

(5) その他雇用を証明できる書類

(注３) 障害者とは障害者の雇用の促進等に関する法律（以下「障害者雇用促進法」とい

う。）第２条第２号から第６号に規定する障害者とすします。ただし、精神障害者

については、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第４５条第２項の規定によ

る精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている者に限ります。

(注４) 障害者の雇用状況では「(注１・２)」の雇用確認書類に加え、障害者手帳の写し

を提出していただく必要があります。


